






























2	 拙稿「第 5 章　無形資産の評価」（小松章編『現代の財務経営〈6〉	経営分析・企業評価』中央経済社、平
成 22 年 4 月、所収）125-174 頁のなかで触れている。
2 白　石　和　孝





































































































非常に類似しているということだけでは十分ではないかもしれない。The International Financial Reporting 
Group of Ernst & Young, International GAAP 2011 (Volume 1), John Wiley & Sons Ltd., 2011, p.933.
7	 その他の例としては、「排出権割当枠」（emissions allowance）も含まれる。The KPMG International 








































































額の再評価剰余金が存在することを意味する。The International Financial Reporting Group of Ernst & Young, 
op.cit., p.935.
10	 この振替は、その他の包括利益ではなく「株主持分変動表」の行の表示項目（line item）として示される。
















































































































16	 The International Financial Reporting Group of Ernst & Young, op.cit., p.937.
17	 Ibid., p.937.
10 白　石　和　孝






































































　なお、（国際財務報告基準第 3 号（IFRS3）「企業結合」20 のもとでの）企業結合において無
形資産として認識された再取得の権利の耐用年数は、その権利が与えられた契約の残りの契約
期間であって、更新期間を含んではならない（par.94）としている。このように、既に被取得
19	 The International Financial Reporting Group of Ernst & Young, op.cit., p.941.










































































25	 Bruce Mackenzie, Danie Coe Tsee, Tapiwa Njikizana, Raymond Chamboko and Blaise Colyvas, Wiley IFRS 2011: 
Interpretation and Application of International Financial Reporting Standards, John Wiley & Sons, Inc., 2011, p.378.



























計基準第 8 号（IAS8）「会計方針、会計上の見積りの変更および誤謬」27 に従って、「会計上
の見積り変更」（changes in accounting estimates）として処理し、当期および将来の各期間の償
却費を修正するにとどまる。いわゆる「プロスペクティブ方式」（将来を見越して修正する方法）





27	 IASB [2010] International Accounting Standard 8 (IAS8), Accounting Policies, Changes in Accounting Estimates 
and Errors.


































































































































































































































































＞ VIU ＞ FVLCS）ならびにケース４（BV ＞ FVLCS ＞ VIU）について改めて詳細に検討し















　ケース３（BV ＞ VIU ＞ FVLCS）は、「帳簿価額」（BV）を「使用価値」（VIU）まで評価減し、





比較が行われ、この場合は VIU ＞ FVLCS であるから、継続的な使用目的で保有する個別資
産または「現金創出単位」（資産のグループ）を意味することになり、「回収可能額」（RA）は、
大きいほうの VIU ということになる（したがって、もう一方の FVLCS は無関連な測定パラメー
タとして棄却される）。
　さらに、第二ステップでは、「帳簿価額」（BV）とその VIU（＝回収可能額）の大小比較が
行われ、この場合は BV ＞ VIU であるから、将来のキャッシュ・フローは、BV はおろか、最
大でもせいぜい VIU までしか回収できないと考えられる。ゆえに、BV と VIU の差額相当分（＝
回収不能部分）だけの減損損失が生じ、当該個別資産または「現金創出単位」（資産のグループ）
の BV は、VIU まで減額（評価減）されることになるわけである。
　ケース４（BV ＞ FVLCS ＞ VIU）は、「帳簿価額」（BV）を「売却費用控除後の公正価値」









比較が行われ、この場合は FVLCS ＞ VIU であるから、売却処分目的で保有する個別資産ま
たは「現金創出単位」（資産のグループ）を意味することになり、「回収可能額」（RA）は、大





が行われ、この場合は BV ＞ FVLCS であるから、将来のキャッシュ・フローは、BV はおろか、
最大でもせいぜい FVLCS までしか回収できないと考えられる。ゆえに、BV と FVLCS の差
額相当分（＝回収不能部分）だけの減損損失が生じ、当該個別資産または「現金創出単位」（資













VIU ＞ FVLCS ＞ BV
（BV を維持）
ケース２
VIU ＞ BV ＞ FVLCS
（BV を維持）
ケース３
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BV ＞ FVLCS ＞ VIU
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35	 森川八洲男『財務会計論』税務経理協会、昭和 63 年 2 月、136-138 頁、ならびに山桝忠恕・嶌村剛雄『体








無形資産（VIU ＞ FVLCS）の場合には、回収可能額は VIU となる（但し、陳腐化などによる
目的外の売却処分や耐用年数後期または末期の売却処分を待つ無形資産の場合には、回収可能





































37	 IASB [2010] International Accounting Standard 2 (IAS2), Inventories.
38	 拙稿「イギリスの暖簾と無形資産の会計─積極暖簾と無形資産の減損」『會計』第 158 巻第 4 号、平成 12










































益」40 の規準を適用し、また、「セール・アンド・リースバック」（sale and leaseback）による
























40	 IASB [2010] International Accounting Standard 18 (IAS18), Revenue.
41	 IASB [2010] International Accounting Standard 17 (IAS17), Leases.













































































































































































（VIU）を意味する。醍醐聰「減損会計の測定属性と現在価値会計の展望」『會計』第 157 巻第 6 号、平成








































のなかで、わが国は、今後、① IAS38 をそのまま国内基準として導入するのか、② IAS38 に
さらに修正・変更を加えたうえで、国内基準として導入するのか、あるいは、③ IAS38 を参
考としながらも、新たに日本基準を設定するのか、そのいずれの代替案を選択するのか定かで
はないが、体系的な無形資産の会計基準である IAS38 の諸規定の影響を強く受けることだけ
は確かであろう。本稿において、敢えて IAS38 の規定に沿って仔細に検討しようと試みたのも、
本基準が検討対象として十分に相応しいと考えたからにほかならない。
33IAS38 における無形資産の会計処理　──	当初認識後の測定	──
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